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前期比（％）

7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12

実質ＧＤＰ － 0.8 0.1 1.1 0.9 0.3 0.5

同 　   (年  率) － 3.2 0.6 4.5 3.6 1.1 2.2

同　    (前年同期比) － 0.2 － 0.3 0.1 1.2 2.4 2.9

内需寄与度　　　　　 (*) － 0.3 0.3 0.7 0.7 0.7 1.0

個人消費 － 0.5 0.6 1.0 0.7 0.2 0.8

住宅投資 1.1 3.1 2.2 0.3 2.6 2.9

設備投資 － 2.1 － 0.6 － 1.0 0.9 0.0 3.5

民間在庫　　　　　 (*) 0.3 － 0.3 0.0 － 0.2 0.2 － 0.2

政府最終消費 0.4 0.7 0.7 0.6 0.2 0.2

公共投資 － 2.4 2.9 1.1 6.3 6.5 1.6

外需寄与度　　　　　 (*) － 0.5 － 0.1 0.4 0.1 － 0.5 － 0.5

輸出 － 3.8 － 3.0 3.9 2.9 － 0.6 1.2

輸入 － 0.4 － 1.7 1.0 1.7 2.2 3.8

名目ＧＤＰ － 1.0 0.2 0.7 0.9 0.3 0.9

同  　  (年  率) － 3.9 0.8 2.7 3.7 1.0 3.5

同 　   (前年同期比) － 1.0 － 1.0 － 1.0 0.7 2.0 2.7

－ 0.8 － 0.7 － 1.1 － 0.5 － 0.3 － 0.1

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質ＧＤＰに対する寄与度

(出所)内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

2012年 2013年

ＧＤＰデフレーター

　　　　　　(前年同期比)
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調査レポート 

2013 年 10～12 月期のＧＤＰ（1 次速報）予測 

 

2月 17日に公表予定の2013年 10～12月期の実質ＧＤＰ成長率は、前期比＋0.5％（年率換算＋2.2％）とな

ったと見込まれ、景気持ち直しが続いていることを確認する結果となろう。 

中でも高い伸びが見込まれるのが個人消費と設備投資である。公共投資も引き続き増加しており、この結果、

内需の寄与度は＋1.0％まで高まったと予想される。一方、輸出が緩やかな伸びにとどまった半面、輸入は順

調に増加しており、外需寄与度は前期比－0.5％と 2四半期連続で大きめのマイナスとなったと見込まれる。 

名目ＧＤＰは前期比＋0.9％（年率換算＋3.5％）と前期と比べて伸びが高まったとみられる。ＧＤＰデフレータ

ーは前年同期比－0.1％とマイナスとなったが、マイナス幅は引き続き縮小する見込みである。 
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需要項目別の動向は以下の通りである。 

 

①� 個人消費（前期比実質＋0.8％） 

個人消費は、自動車販売が順調に増加しているほか、年末にかけての株価上昇などを背

景に消費者マインドが持ち直していると考えられること、一部に消費税率引き上げ前の駆

け込み需要がみられることから順調に増加したと見込まれる。 

②住宅投資（前期比実質＋2.9％） 

住宅ローン金利の先高感や消費税率引き上げ前の駆け込み需要を反映して、住宅着工件

数の水準が上昇しており、住宅投資は増加が続いたと予想される。 

③設備投資（前期比実質＋3.5％） 

先行指標である機械受注（船舶・電力を除く民需）が増勢を強めており、比較的大きな

伸びとなったと考えられる。企業業績の改善が進みつつあることや、企業の景況感が持ち

直してきていることを反映して、これまで先送りしてきた投資が動き始めた可能性がある。 

④在庫投資（前期比実質寄与度－0.2％） 

製造業を中心に在庫の圧縮が続いており、在庫投資のＧＤＰ成長率に対する寄与度はマ

イナスに転じたと予想される。 

⑤政府最終消費支出（前期比実質＋0.2％） 

医療費などを中心に政府サービスに対する需要が増加基調にあることから、引き続き前

期比で増加した可能性が高い。 

⑥公共投資（前期比実質＋1.6％） 

昨年度の経済対策に盛り込まれた公共事業の発注が進んでおり、引き続き増加したと予

測される。 

⑦外需（前期比実質寄与度－0.5％、輸出：前期比実質＋1.2％、輸入：同＋3.8％） 

輸出は、海外景気の回復が続き、円安が定着化してきたにもかかわらず、輸出数量の伸

びが鈍く、前期比での増加幅は小幅にとどまったと見込まれる。一方、輸入は、エネルギ

ー関連や携帯電話などの輸入が堅調であり、引き続き前期比で増加したと見込まれる。こ

の結果、外需のＧＤＰ成長率に対する寄与度は－0.5％と 2 四半期連続で大きめのマイナス

となった模様である。 

⑧ＧＤＰデフレーター（前年同期比－0.1％） 

ＧＤＰデフレーターは、円安による輸入物価の上昇が国内物価にも浸透しつつあり、前

年比－0.1％とマイナス幅が縮小した見込みである。 
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